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都市再生安全確保計画とエリア防災計画（計画内容）
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都市再生安全確保計画 根拠 エリア防災計画 根拠

計画に
記載する
こと

①都市再生安全確保施設の整備等
を通じた大規模な地震が発生した
場合における滞在者等の安全の確
保に関する基本的な方針

②施設整備に関する事業、実施主
体、実施期間

③施設の管理

④施設をもつ建築物の耐震改修等、
滞在者等の安全の確保を図るため
に必要な事業、実施主体

⑤滞在者等の誘導、滞在者等への
情報提供等、実施主体

⑥その他

都市再生特
別措置法
第１９条の１５

都市再生安全確保計画に準ずる。

都市安全
確保促進
事業制度
要綱
第２条



都市再生安全確保計画とエリア防災計画（地域と作成主体）
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都市再生安全確保計画 根拠 エリア防災計画 根拠

計画作成
地域

都市再生緊急整備地域
都市再生特
別措置法
第１９条の１５

・1日あたりの乗降客数が30万人以上の主要駅
周辺地域
・指定都市、特別区内の1日あたりの乗降客数
が20万人以上の駅周辺地域（駅から概ね半径
2キロメートルの範囲内）
・中核市、施行時特例市、県庁所在都市内の
乗降客数が最も多い駅周辺地域（駅から概ね
半径2キロメートルの範囲内）

都市安全
確保促進
事業制度
要綱
第２条

地域の範囲
の考え方

政令で指定 市区・協議会で決定

計画作成
主体

都市再生緊急整備協議会
都市再生特
別措置法
第１９条の１５

帰宅困難者対策協議会
制度要綱
第２条

協議会の
構成員

国、関係地方公共団体

（必要に応じ）独立行政法人、特殊
法人、地方公共団体、地方独立行
政法人、地域内において都市開発
事業を施行する民間事業者、地域
内の建築物の所有者・管理者占有
者、鉄道事業者、公共公益施設の
整備・管理を行う者 等

都市再生特
別措置法
第１９条

関係市町村、特別区、関係都道府県、国、鉄道
事業者

（必要に応じ）独立行政法人、特殊法人、市町
村、都道府県、地方独立行政法人、都市開発
事業を施行する民間事業者、建築物の所有者、
管理者、占有者、公共公益施設の整備・管理
を行う者 等

制度要綱
第２条









都市安全確保促進事業の補助事例②附帯事業
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要綱上の記載 具体的な補助事例

２．附帯事業

・退避施設
・防災備蓄倉庫
・非常用通信・情報提供施設
・非常用発電機 等

（ただし、建築物の躯体工事
を伴わないものに限る。）

退避施設を示す看板

デジタルサイネージ

帰宅困難者用備蓄倉庫

災害用カメラ

非常用発電機

帰宅困難者用備蓄用ラック



都市再生安全確保計画制度に関するホームページ
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都市再生安全確保計画制度ＨＰ
（内閣府） https://www.chisou.go.jp/tiiki/toshisaisei/yuushikisya/anzenkakuho/index.html

都市再生安全確保計画制度や
都市安全確保促進事業、

計画を作成している各地域のＨＰ等
を公開していますので、
ぜひご覧ください。

（国土交通省） https://www.mlit.go.jp/toshi/toshi_machi_tk_000049.html


